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要旨：本研究では，飛沫帯にある RC 部材を対象として，部材の設置環境条件および部材諸元と，既往の研

究や実構造物での調査結果に基づいて設定した表面塩化物イオン濃度や鉄筋の腐食速度などの確率分布およ

び統計量から，モンテカルロ法により曲げ耐力に関する劣化曲線の導出を行った。導出した劣化曲線から供

用年数 33 年から 36 年での曲げ耐力を推定し，載荷により得られた実際の曲げ耐力との比較を行った。その

結果，本研究の範囲内では，推定した曲げ耐力と実際の曲げ耐力は，比較的良い一致を示した。 

キーワード：桟橋，RC 部材，塩害，飛沫帯，曲げ耐力，劣化予測，劣化曲線，モンテカルロ法 

 

1. はじめに 

 著者らは，既往の研究 1),2)を参考に，海洋環境下にあ

る RC 部材を対象として，部材の設置環境条件および部

材諸元と，既往の研究や実構造物での調査結果に基づい

て設定した表面塩化物イオン濃度や鉄筋の腐食速度な

どの確率分布および統計量から，モンテカルロ法（以降，

MCM）により，曲げ耐力に関する劣化曲線を導出する方

法についての検討を行なってきた 3)。しかしながら，確

率分布の設定の際に使用したデータには，飛沫帯，干満

帯あるいは大気中など様々な条件下に加えて，電食試験

結果も含まれており，たとえば，環境条件を飛沫帯に限

定して本手法を適用する場合には，精度向上の観点から

は検討の余地を残していた。 

 そこで，本研究では，塩害環境として最も厳しい飛沫

帯を対象とすることとし，まず，飛沫帯での暴露実験や

実構造物の調査結果に基づき前述の確率分布および統

計量を見直すことで劣化曲線の導出手順の再構築を行

った。続いて，飛沫帯にある RC 部材の曲げ耐力に関す

る劣化曲線の導出を試みた。さらに，対象とした部材に

おいて載荷試験を行い曲げ耐力を実測した既往の研究

成果 4)を用いて，導出した劣化曲線の妥当性についての

検証も併せて行った。 

 

2. 飛沫帯にある RC 部材の概要 

 本研究で対象とした RC 部材は，図－1 に示す桟橋上

部工の RC スラブである。この桟橋は 1968 年～1971 年

の間に建設 4)され，山口県の下関港で 2004 年まで供用 5)

されたものである。図－1 に示すとおり，対象 RC スラ

ブは飛沫帯に設置されており，H.W.L.から部材下面まで

の距離：d は 0.19m である。港湾の施設の技術上の基準・

同解説 6)および既往の研究 7)によれば，桟橋のコンクリ

ート上部工における表面の塩化物イオン濃度：
0
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は，H.W.L.と部材下面までの距離が 0～2.0m 程度の場合，

次式から推定できるとしている。 

   11506
0

.d.C                             (1) 

したがって，
0

C は式(1)より 14.0kg/m3となる。 

 表－1 に RC スラブの部材諸元を示す。部材寸法，引

張側主鉄筋（上段および下段），コンクリートの圧縮強

度は，桟橋調査結果の値を採用した 4)。水セメント比は

同調査結果 4)および既往の研究 8)に基づいて 47.5%と仮 
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図－1 桟橋の断面図 
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表－1 RC スラブの部材諸元 

スラブ厚さ(mm) 350 

上段鉄筋 径(mm) 16 

本数(本) 2 

有効高さ(mm) 225 

かぶり(mm) 117 

降伏強度(N/mm2) 363 

弾性係数(kN/mm2) 186 

下段鉄筋 径(mm) 13 

本数(本) 5 

有効高さ(mm) 280 

かぶり(mm) 63.5 

降伏強度(N/mm2) 380 

弾性係数(kN/mm2) 183 

コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 32.6 

コンクリートの弾性係数(kN/mm2) 28 

水セメント比(%) 47.5 

コンクリート工学年次論文集，Vol.33，No.1，2011

-887-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定した。コンクリートの弾性係数は，コンクリート標準

示方書【設計編】に基づき圧縮強度に対応する値とした。 

 

3. 曲げ耐力に関する劣化曲線の導出方法 

3.1 導出手順の概要 

 本研究では，2 章で推定した表面塩化物イオン濃度お

よび RC スラブの部材諸元から，曲げ耐力に関する劣化

曲線を導出した。具体的には，まず，鉄筋腐食発生限界

塩化物イオン濃度や腐食ひび割れ発生前後の腐食速度

などのバラツキを考慮するために，これらを確率変数と

して取り扱い，既往の研究および実構造物での調査結果

から確率変数の確率分布および統計量を設定した（3.2

参照）。その後，鉄筋の腐食開始時刻および腐食ひび割

れ発生時刻を，MCM を用いて推定した（3.3 および 3.4

参照）。これらの推定結果を用いて，供用年数ごとに，

同じく MCM により鉄筋の質量減少率の平均値を求め，

「鉄筋の質量減少率の経時変化」を算出した（3.5 参照）。

さらに，既往の研究成果に基づき，「曲げ耐力比と鉄筋

の質量減少率との関係」を整理した（ただし，ここでは

入手できたデータ数の関係から，MCM は用いていない。

3.6 参照）。最後に，「鉄筋の質量減少率の経時変化」と

「曲げ耐力比と鉄筋の質量減少率との関係」から「曲げ

耐力に関する劣化曲線」を導出（3.7 参照）した。これ

らの詳細を次節以降にそれぞれ示す。 

3.2 確率変数の確率分布および統計量の設定方法 

 本研究で使用した確率変数の確率分布および統計量

を表－2 に示す。対象とした RC 部材が飛沫帯にあるこ

とを考慮して，著者らの既往の研究 3)で使用した確率変

数の確率分布および統計量を一部見直すとともに，新た

に確率変数を追加した。見直しを行った確率変数は，表

－2 中の
1

X ，
2

X ，
5

X ，
8

X および
9

X である。鉄筋腐食

発生限界塩化物イオン濃度：
lim

C は，既往の文献 9)によれ

ば，1.2kg/m3～2.5kg/m3の範囲となる。これより，
lim

C の

確率分布を一様分布として，平均値：1.85kg/m3および標

準偏差：0.375kg/m3を算出した。平均値が 1.0 となるよ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うに平均値および標準偏差を無次元化して，これらを
1

X  

の統計量とした（表－2 参照）。
2

X および
5

X は，飛沫帯

にある実構造物での調査結果 4),10),11)を参考に決定した。

まず，
2

X については，調査結果を Fick の拡散方程式の

解で回帰することにより表面塩化物イオン濃度と見か

けの拡散係数をそれぞれ算定した。続いて，これらの算

定値から任意の位置での塩化物イオン濃度を Fick の拡

散方程式の解により推定した。調査結果を推定値で除し

た無次元量から平均値および標準偏差をそれぞれ算出

した。続いて，
5

X は，Fick の拡散方程式の解で回帰する

ことにより算定した見かけの拡散係数を次式で推定し

た見かけの拡散係数で除し，平均値および標準偏差をそ

れぞれ求めた。 

       522793
2

10
.C

W.C
W.Dlog              (2) 

ここで，D：塩化物イオンの見かけの拡散係数(cm2/年)，

CW ：水セメント比[=0.475]である。なお，
2

X および
5

X

の分布は対数正規分布とした。
8

X および
9

X は，飛沫帯

で暴露した供試体での実験結果 12),13),14)を，式(3)および(4)

にそれぞれ代入して求めた腐食速度から決定した。 

    
.corrcrcb

ttWV                             (3) 

      
crca

ttWWV                          (4) 

ここに，
b

V ：腐食ひび割れ発生前の鉄筋の腐食速度

(mg/cm2/年)，
c

W ：腐食ひび割れ発生時の腐食量(mg/cm2)，

cr
t ：腐食ひび割れの発生時刻(年)，

.corr
t ：腐食開始時刻(年)，

a
V ：腐食ひび割れ発生後の鉄筋の腐食速度(mg/cm2/年)，

W ：
cr

t 以降の任意の供用年数 t (年)における腐食量

(mg/cm2)である。ただし，
c

W が不明なものについては，

Qi らが提案している腐食ひび割れ幅から鉄筋の腐食量

を推定する式 15)により求めた。腐食ひび割れ発生時のひ

び割れ幅は 0.1mm16)と仮定した。その結果，
b

V は 2.3～

21.9mg/cm2/年，
a

V は 21.9～64.9mg/cm2/年を得た。ただ

し，
a

V の上限値は，露出の鋼材・管材などの実用上の限

界腐食速度：78.7mg/cm2/年 17)に変更した。以上より，
b

V

および
a

V の平均値は，それぞれ 12.1 mg/cm2/年および 

表－2 各パラメータのバラツキを表す確率変数の確率分布および統計量 

確率変数 確率分布 平均値 変動係数 標準偏差 

鉄筋腐食発生限界塩化物イオン濃度 X1 一様 1.0 0.20 0.20 

鉄筋位置での塩化物イオン濃度 X2 対数正規 1.1 － 0.47 

表面塩化物イオン濃度 X3 正規 1.00 0.363 0.363 

かぶりの施工誤差(mm) X4 正規 -0.16 － 7.8 

塩化物イオンの見かけの拡散係数 X5 対数正規 0.34 － 0.24 

腐食ひび割れ発生時の腐食量 X6 対数正規 1.00 0.330 0.330 

コンクリートの圧縮強度 X7 正規 1.00 0.0382 0.0382 

腐食ひび割れ発生前の鉄筋の腐食速度 X8 一様 1.0 0.47 0.47 

腐食ひび割れ発生後の鉄筋の腐食速度 X9 一様 1.0 0.33 0.33 
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50.3mg/cm2/年とした。なお，
8

X および
9

X はいずれも一

様分布として，平均値で無次元化した。 

 一方，本研究で新たに追加した確率変数は 3X および

7X である。特に， 3X の表面塩化物イオン濃度について

は，飛沫帯にある実構造物での調査結果 7)に基づき，確

率分布を正規分布，H.W.L.から RC 部材下面までの鉛直

距離が 0.0～0.5m での標準偏差：5.05kg/m3 を採用した。

平均値は式(1)より求めた 14.0kg/m3とした。一方，
7

X の

コンクリートの圧縮強度については，確率分布および変

動係数は，徳富が実施した試験体 100 体での結果 18)を参

考に正規分布および 0.0382 とした。平均値は桟橋調査結

果 4)に基づき 32.6N/mm2とした。なお， 3X および 7X の

いずれの場合も，平均値が 1.00 となるように無次元化し

た。 

 確率変数
4

X および
6

X については，著者らの既往の研

究 3)と同じとした。理由は，
4

X は部材の設置環境に依存

しないためであり，
6

X は飛沫帯にある実構造物での調

査結果などの事例が少なかったためである。 

3.3 鉄筋腐食発生の判定と腐食開始時刻の算出 

 任意の供用年数：t (年)における鉄筋位置での塩化物イ

オン濃度：C (kg/m3)が，
lim

C [=1.85(kg/m3)]を超えた場合

に，鉄筋が腐食したと判定した（ 0
1
g で鉄筋腐食発生）。

判定式： 0
1
g として t について解くと，

.corr
t (年)が算出

できる。以下に判定式 1),2),3)および
.corr

t の算出式 3)をそれ

ぞれ示す。 

    t,D,C,cCCxg
lim 011
                      (5) 

   
 

























 


Dtx

xc.
erfCxxC

5

4

032

2

10
1               (6) 

   
 

2

032

11

4

5 1

10

4

1








































Cxx

Cx
erf

xc.

Dx
t

lim

.corr
              (7) 

ここで， c ：かぶり［ =63.5(mm)］，
54321

x,x,x,x,x ：

D,c,C,C,C
lim 0

それぞれのバラツキを表す確率変数の

MCM による標本観測値である。見かけの拡散係数は，

対象 RC スラブが普通ポルトランドセメントを使用して

CW を 0.475 とし，式(2)により求めた。 

 試行回数 n =10,000 回の MCM により標本観測値：
1

x ～

5
x をそれぞれ発生させ，鉄筋の腐食開始時刻をそれぞれ

算出した。図－2 に供用年数 5 年毎に腐食発生と判定し

た数をカウントし，供用年数 50 年までの腐食発生確率

に関するヒストグラムを示す。図によれば，供用年数 15

年～20 年までの間で鉄筋が腐食する確率が最も高く，以

降，時間の経過とともに小さくなった。 

3.4 腐食ひび割れ発生の判定とひび割れ発生時刻の算出 

 任意の供用年数： t (年 )における鉄筋の腐食量：

Q (mg/cm2) 1),2),3)が，
c

W (mg/cm2)15)を超えた場合に，腐食

ひび割れ発生と判定した（ 0
2
g で腐食ひび割れ発生）。

判定式： 0
2
g として t について解くと，

cr
t (年)が算出で

きる。以下に判定式 1),2),3)および
cr

t の算出式 3)をそれぞれ

示す。 

    t,t,VQWηxg
.corrbc


62

                     (8) 

      
.corrb.corrb

ttVxt,t,VQ 
8                      (9) 

   
b

c

.corrcr Vx

Wηx
tt

8

6                           (10) 

    
   
   3

2

7

4

2
2

4

00

2220

1

100
c

c

s

c
fx

φxcE

φφxc.
βα

γπ

ρ
W 









  

              








cr

w
φxc

φxc
βα

35
4

4

11
   (11) 

ここで， η：腐食ひび割れ発生時の腐食量に関する補正

係数[=3.682),3)]，
b

V =12.1(mg/cm2/年)，
s
ρ ：鉄筋の密度

[=7.85(mg/mm3)]，γ：腐食生成物の体積膨張率[=3.0]，φ：

鉄筋径[=13(mm)]，
c

E ：コンクリートの弾性係数[=28.0

× 103(N/mm2)] ，
c

f  ： コ ン ク リ ー ト の 圧 縮 強 度

[=32.6(N/mm2)]，
cr

w ：腐食ひび割れが発生したときのひ

び割れ幅[=0.1(mm)16)]，
876

x,x,x ：
bcc

V,f,W  のそれぞれの

バラツキを表す確率変数の MCM による標本観測値，

1100
β,α,β,α ：かぶり，鉄筋径およびコンクリートの圧縮

強度に関する補正係数である。この補正係数は，以下の

式 15)により求めることができる。 

     
40

028000050 xc.φ.α   

             27102920 .φ.        (12) 

   07100550
70

.fx.β
c
                      (13) 

     
41

04000070 xc.φ.α                    (14) 

   04100160
71

.fx.β
c
                      (15) 

 確率変数：
6

X ，
7

X および
8

X の標本観測値
6

x ，
7

x お

よび
8

x を試行回数 n =10,000 回の MCM によりそれぞれ

発生させ，腐食ひび割れの発生時刻をそれぞれ算出した。

図－3 に供用年数 5 年毎に腐食ひび割れ発生と判定した

数をカウントし，供用年数 50 年までの腐食ひび割れ発 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
0.0

0.1

0.2

供用年数(年)

鉄
筋
腐

食
発

生
確

率

図－2 鉄筋腐食発生確率 

-889-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生に関するヒストグラムを示す。供用年数 20 年から 35

年において腐食ひび割れが発生する確率が最も高くな

っていることが確認できる。また，腐食ひび割れ発生の

確率が最も高い年数は，鉄筋の腐食開始のそれよりも遅

くなっていることもわかる。 

3.5 鉄筋の質量減少率の算出 

 ここでは，3.3 および 3.4 で求めた 10,000 個の
.corr

t (年)

と
cr

t (年)のペアを用いて，供用年数 0 から 50 年までの鉄

筋の質量減少率の平均値をそれぞれ算出する方法につ

いて説明する。鉄筋の質量減少率を算出するためには，

供用年数 1 年ごとに鉄筋の腐食量を求める必要がある。

腐食量を求める具体的な手順としては，以下の 3 ケース

を想定し，それぞれのケースごとに腐食量を算出した。

すなわち，腐食量を算出する供用年数： t の時点におい

て，腐食ひび割れが既に発生している場合（ケース I：

ttt
crcorr


..
），鉄筋は腐食しているものの腐食ひび割れが

発生していない場合（ケース II：
.. crcorr

ttt  ）および鉄筋

が腐食していない場合（ケース III：
.. crcorr

ttt  ）である

（図－4参照）。ケース Iにおける腐食量の算出式を式(16)

に，ケース III でのそれを式(17)に示す。なお，ケース II

については，式(9)と同じである。 

        
cracorrcrbcrcoab

ttVxttVxtttVVQ 
9.8

,,,,      (16) 

   0Q                                    (17) 

ここで，
a

V =50.3(mg/cm2/年)，
9

x ：
a

V のバラツキを表す

確率変数の MCM による標本観測値である。腐食量を求

めようとする供用年数： t と 3.3 および 3.4 で求めた

10,000 個の
.corr

t (年)と
cr

t (年)のペアとを比較し，上記のケ

ース I～III のどのケースに分類されるかを決定した。そ

の後，ケースごとに式(9)，(16)および(17)を適宜使い分

け，供用年数 1 年ごとに 10,000 個の腐食量を求めた。最

後に，供用年数 1 年ごとに以下の式から鉄筋の質量減少

率の平均値：
.ave

ω を算出した。 

    











10000

1 100410000

1
i

i
.ave φρ

Qω              (18) 

算出した鉄筋の質量減少率の平均値と供用年数との関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係を図－5 に示す。 

3.6 曲げ耐力と鉄筋の質量減少率の関係 

 RC はり供試体を対象に，電食試験以外の方法で鉄筋

の腐食促進試験を行ない，その後，曲げ載荷試験を行な

って得られた最大荷重とその供試体での鉄筋の質量減

少率との関係を既往の研究 19)～23)を参考にしてまとめた

ものを図－6 に示す。また，回帰式を以下に示す。 

   00110012 2 .m.L                      (19) 

ここで， L ：曲げ耐力比， m ：鉄筋の質量減少率(%)で

ある。 
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図－3 腐食ひび割れ発生確率 
任意の供用年数 

図－4 任意の供用年数における鉄筋の質量減少 

    の算出方法の概念図 

1 Vb 

1 Vb 
1 Vb 

Va 
1 

0 

tcorr. tcr

tcorr. tcr 

tcorr. tcr 

腐食量

t 

t 

t 

ケース I

ケース II

ケース III

0 

0 

Va 1 

図－5 鉄筋の質量減少率の平均値の経時変化 
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図－6 曲げ耐力と鉄筋の質量減少率との関係 
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3.7 曲げ耐力に関する劣化曲線 

 図－5 において供用年数 1 年ごとに質量減少率の平均

値を判読し，これらの値を図－6 から算出した回帰式(19)

にそれぞれ代入して，曲げ耐力比を求めた。この計算を

供用年数が 50 年となるまで繰り返し，供用年数と曲げ

耐力の関係，すなわち，曲げ耐力の劣化曲線を算出した。

図－7 に曲げ耐力の劣化曲線（図中の●）を示す。 

 

4. 導出した劣化曲線の検証 

 導出した劣化曲線の妥当性を検証するため，2004 年に

撤去した RC スラブからはり状に切り出した RC 部材（幅

1,010mm×高さ 350mm×長さ 5,000mm）に対して 4 点曲

げ載荷試験（載荷スパン：3,700mm，モーメントスパン：

800mm，載荷点から支点までの距離：1,450mm）を行っ

た既往の研究成果 4)と比較することとした。載荷試験の

結果，最大荷重は 139kN であった。ここで，建設当時の

健全な状態での RC スラブの設計曲げ耐力を推定するた

め，有限要素法による解析を行った。解析モデルを図－

8 に示す。コンクリートの要素寸法は，高さ 25mm，長

さ 25mm とした。コンクリートの材料モデルには，図－

9 に示す応力－ひずみ関係を適用した。圧縮応力下にお

いては，圧縮強度：
c

f に達するまで放物線とし，その後

は終局ひずみ：
cu
ε となるまで線形で軟化するように設定

した。
cu
ε の値は，圧縮破壊エネルギー：

cf
G  (N/mm)を考

慮して決定した。以下に圧縮破壊エネルギーの算出式を

示す。 

     2
1

88
ccf

f.G                               (20) 

これに対して，引張応力下では，引張強度：
t

f に達する

まで線形とし，その後は引張破壊エネルギー：

tf
G [=150(N/mm)]24)で定義される終局ひずみ： tu

ε に達す

るまで指数曲線で軟化するようにした。解析で使用した

コンクリートの物性値を表－1 に示す。コンクリートの

引張強度およびポアソン比は，対象桟橋での調査結果 4)

がないため，それぞれ 3.26N/mm2および 0.20と仮定した。 

 一方，鉄筋は離散鉄筋モデルとした。鉄筋の材料モデ

ルには，図－10 に示すトリリニア型である。図中の
s

E は

弾性係数，
s

E [=
s

E.010 ]25)は硬化後の剛性，
y

f は降伏強

度， u
f は引張強度，

y
ε は降伏強度時のひずみ，

sh
ε [=0.01]25)は硬化開始時のひずみ，

u
ε [=0.2]25)は破断時

のひずみである。表－1 に鉄筋の物性値を示す。 

 以上の条件で解析を行った結果，最大荷重は約 170kN

となった。これより，飛沫帯にある RC 部材の曲げ耐力

比は，実験によって測定した最大荷重を解析で求めた最

大荷重で除し，0.818 となる（図－7 中の△）。以上のこ

とから，導出した劣化曲線から推定した供用年数が 33

年～36 年での曲げ耐力比は，実際の曲げ耐力比と概ね良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い対応関係を示すことが明らかとなった。 

 

5. まとめ 

 本研究では，飛沫帯での暴露実験や実構造物の調査結

果に基づき確率分布および統計量の見直しを行うこと 

●

△

図－7 曲げ耐力の劣化曲線 
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で劣化曲線の導出手順の再構築を行った。導出した劣化

曲線から供用年数 33 年から 36 年での曲げ耐力を推定し，

載荷により得られた実際の曲げ耐力と比較した。その結

果，本研究の範囲内では，推定した曲げ耐力と実際の曲

げ耐力は，比較的良い一致を示した。 
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